
１．事業の成果

【大学等情報収集・普及事業】

【大学等経営改善支援事業―財務戦略委員会―】

【大学等評価事業】

2005年11月の「理事長・学長懇談会」における税制等に係る意見交換をベースに、寄付税制の改正
に関する要望及び中長期的な私学助成の展望（あり方）について2006年6月理事会において取りま
とめの上、政府関係機関（文科・財務・総務省、自民税調）へ要望書として提出した。今後とも積極
的な働きかけを継続する。
（２）活動地域の拡大（「関西教育シンポジウム」開催）

設立後４年目に入り組織体制の基盤構築も整い、協会としての活動の一層の拡大・強化を図った。

（１）文科省等関係機関への要望書提出
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従来の東京を基点とする活動から広域化に向けた活動の手始めとして、2007年3月、大阪にて「関
西教育シンポジウム」を開催した。協会としては500名の出席者を擁する最大規模のものとなった。
最高顧問・塩川正十郎氏の基調講演に続き、人材育成をテーマに産・官・学の有識者6名による活発
な意見交換が展開されたが、出席者からも多くの質問・意見を得て実り多いシンポジウムとなった。
次回開催の要望も多く寄せられ、今後の当協会活動の一つの指針を得るところとなった。

（３）経済産業省との連携による「社会人基礎力」の推進
同省の提唱する「社会人基礎力」への大学の参画奨励に向け、同省とのタイアップによるシンポ
ジュームを東京・大阪で開催。「社会人基礎力」の広報・情宣活動として展開した。何れも教育界、
産業界の有識者の参加を得て、わが国の次代を担う人材育成への積極的な取組みについて多角的な議
論が展開された。同基礎力については2007年度から予算措置がされ、愈々実践的な取組みが始動す
るが、会員大学の積極的な参画が期待される。

当委員会にて「卒業生による大学評価」として2005年度に全国規模による予備調査が実施さたが、
同調査結果をベンチマークとした個別大学による同様調査を協会受託事業として開始した。年度中、
２大学による調査が実施されＯＢ・ＯＧからの多くの知見が寄せられた。特に内１大学では学生の父
母・出身高校教諭を対象とした説明会を実施、同調査結果の積極的な開示を通じ自大学教育への理解
の促進に活用された。また、２大学で２００７年度の調査実施に向け現在事前準備に入っている。

従来、会員の参画の場としては各種セミナー・シンポジューム等での聴講が中心となっていたが、積
極的な参画促進策として、協会ホームページ上に投稿ページ「Opinion and Peport by Members」
を新設した。団体・個人会員を問わず、大学経営・改革等に関する提言・調査研究等、またビジネス
を通した経営への提言・要望等を気軽に投稿できる場としての活用を図っていきたい。今後多くの投

当委員会・コアメンバー会議において2006年度の施策として年６回の講演会・勉強会の開催が決
定、実施された。前半の３回は私学振興・共催事業団の３氏を講師とした「大学の再生」を中心テー
マとした講演会及び会員講師による資産運用の事例紹介を中心とした実践的勉強会を開催。また、後
半の３回は教育担当のジャーナリスト３氏による「大学の課題と期待」をテーマとした講演会及び会
員による財務力強化に資する課題として内外の寄付金募集戦略、財務分析等の幅広い問題をテーマに
勉強会を開催した。

（４）会員の活動参画の促進策
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２．事業の実施に関する事項

（特定非営利活動に係る事業）

３回

１回 ４０名

当該委託大学 ２大学

合　　　計 11,578

935

大学等評価事業 「卒業生による大
学評価」受託事業

会員大学法人 2,315

会員大学の理
事長、学長及
び理事者

大学経営改善
支援事業
（財務戦略）

講演会・勉強会
開催

６回 青山学院会議室
他都内会場

約800名

会員及び高等
教育に関心を
持つ非会員大
学・企業

日本プレスセン
タービル・大阪
商工会議所
他都内会場

７８０名シンポジウム講演
会開催

大学経営改善
支援事業
（ガバナンス）
（人事報酬）

「理事長・学長懇
談会」にて同種
テーマによる勉強
会を開催

日本プレスセン
タービル

従業者
の人数

受益対象者の範
囲及び人数

支出額
（千円）

情報収集
・普及事業

ホームページによ
る広報、資料の購
入・配布

随時 法人の事務所 ３名 会員及び高等
教育に関心を
持つ一般市
民、団体・企
業 8,328

事業名 内容 実施日時 実施場所
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